













れたのは，平成 19 （2007）年 3 月の企業会計基準委員会の企業会計基準第 13 号「リース取引に
関する会計基準」（以下「基準第 13 号」とする）においてである。
























処理には 3 通りあるとされているが，ここでの処理はいわゆる第 3 法である。





























　以下はほぼ，「適用指針第 16 号」の「設例 1」第 4 項「リース料が前払い又は後払いとなる場
合」の解説をもとにした記述である。
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　　　 4 月 1 日リース債務残高（48,000－1,000）× 1 か月分の利子率 0.09492 ÷ 12 か月× 1 か月
＝ 371.77 ≒ 372
　　リース債務の減少額は下記のように算出される。
　　　現金預金支出額 1,000－支払利息額 372 ＝リース債務減少額 628





　　　 × 2 年 2 月 28 日リース債務残高 39,810 × 1 か月分の利子率 0.09492 ÷ 12 か月× 1 か月＝
374.8971 ≒ 375
　　リース債務の減少額は下記のように算出される。
　　　現金預金支出額 1,000－支払利息額 375 ＝リース債務減少額 625
　　減価償却額は下記のように計算される。
　　　リース資産の取得原価額 48,000 ÷耐用年数 5 年× 1 か月 /12 か月× 3 か月＝ 2,400




　× 5 年 1 月 31 日リース債務残高 992 × 1 か月分の利子率 0.09492 ÷ 12 か月× 1 か月＝ 7.84672
≒ 8
　本来は，最後の支払なので，× 5 年 1 月 31 日リース債務の残高 992 を全額消滅させて，利息
は差額で求められる。これは，いままでの端数処理の調整という意味である。
　リース債務の減少額は下記のように算出される。
　　　現金預金支出額 1,000－支払利息額 8 ＝リース債務減少額 992
　本来は，最後の支払なので，上記のような計算からではなく，× 5 年 1 月 31 日リース債務の
残高 992 が全額消滅するように処理されなければならない。
　　減価償却額は 3 か月ごとなので計上されない。
× 5年 3月 31 日（期末，決算日）
（借）　減価償却費 2,400　　　（貸）　減価償却累計額 2,400
　　減価償却額は下記のように計算される。
　　　リース資産の取得原価額 48,000 ÷耐用年数 5 年× 1 か月 /12 か月× 3 か月＝ 2,400
　　　ちなみに，支払は前月で終了しているので，それに関係する仕訳はない。
3　貸手の会計処理 1
　貸手の会計処理は「適用指針第 16 号」第 51 項で 3 つの方法が提示されている。一つは「⑴
リース取引開始日に売上高と売上原価を計上する方法」。二つは「⑵リース料受取時に売上高と
売上原価を計上する方法」。三つは「⑶売上高を計上せずに利息相当額を各期へ配分する方法」。
一般的には，それぞれ，第 1 法，第 2 法，第 3 法と呼ばれている。
　以下では，借手の会計処理と対応しやすい第 3 法を示したい。ただし，「適用指針第 16 号」の
「設例 1」第 4 項「リース料が前払い又は後払いとなる場合」の解説には存在していない記述で
ある。
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　4 月 1 日リース投資資産残高（48,000－1,000）× 1 か月分の利子率 0.09492 ÷ 12 か月× 1 か月
＝ 371.77 ≒ 372
　リース投資資産の減少額は下記のように算出される。
　現金預金収入額 1,000－受取利息額 372 ＝リース投資資産減少額 628




　× 2 年 2 月 28 日リース投資資産残高 39,810 × 1 か月分の利子率 0.09492 ÷ 12 か月× 1 か月≒
315
　リース投資資産の減少額は下記のように算出される。
現金預金収入額 1,000－受取利息額 315 ＝リース投資資産減少額 685




　× 5 年 1 月 31 日リース投資資産残高 992 × 1 か月分の利子率 0.09492 ÷ 12 か月× 1 か月＝
7.84672 ≒ 8
　本来は，最後の支払なので，× 5 年 1 月 31 日リース投資資産の残高 992 を全額消滅させて，
利息は差額で求められる。これは，いままでの端数処理の調整という意味である。
　リース投資資産の減少額は下記のように算出される。
現金預金収入額 1,000－受取利息額 8 ＝リース投資資産減少額 992
本来は，最後の支払なので，上記のような計算からではなく，× 5 年 1 月 31 日リース投資資産
の残高 992 が全額消滅するように処理されなければならない。




　貸手の会計処理 1（第 3 法）と借手の会計処理との対比しておこうとおもう（図表 1 参照）。
図表 1
貸手の処理 借手の処理
借方 貸方 借方 貸方
× 1 年 4 月 1 日，期首 リース投資資産 48,000 買掛金 48,000 リース資産 48,000 リース債務 48,000
取引開始日，第 1 回授受日 現金預金 1,000 リース投資資産 1,000 リース債務 1,000 現金預金 1,000
× 1 年 4 月 30 日， 現金預金 1,000 リース投資資産 628 リース債務 628 現金預金 1,000
第 2 回授受日 受取利息 372 支払利息 372
　　　　　︙
× 2 年 3 月 31 日，期末 現金預金 1,000 リース投資資産 685 リース債務 685 現金預金 1,000
決算日，第 13 回授受日 受取利息 315 支払利息 315
減価償却費 2,400 リース資産 2,400
　　　　　︙
× 5 年 2 月 28 日， 現金預金 1,000 リース投資資産 992 リース債務 992 現金預金 1,000
第 60 回授受日 受取利息 8 支払利息 8
× 5 年 3 月 31 日，期末 仕訳なし。 減価償却費 2,400 リース資産 2,400
決算日
（出所）　筆者作成
　ただし，図表 1 において，前出 3，4 で示した仕訳と変更した点は，× 2 年 3 月 31 日および×













　以下はほぼ，「適用指針第 16 号」の「設例 1」第 4 項「リース料が前払い又は後払いとなる場
合」の「前払い」の部分の解説をもとにした記述である。
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　4 月 1 日リース投資資産残高（48,000－1,000）× 1 か月分の利子率 0.09492 ÷ 12 か月× 1 か月
＝ 371.77 ≒ 372
　そして，計上してしまった収益の売上額 1,000 に対して，この受取利息額 372 が純利益となる
ような，売上原価額 X を算出する。
　売上額 1,000－売上原価 X ＝純利益（＝受取利息）372
　売上原価額 X ＝ 628





　× 2 年 2 月 28 日リース投資資産残高 39,810 × 1 か月分の利子率 0.09492 ÷ 12 か月× 1 か月≒
315
　そして，計上してしまった収益の売上額 1,000 に対して，この受取利息額 315 が純利益となる
ような，売上原価額 X を算出する。
　売上額 1,000－売上原価 X ＝純利益（＝受取利息）315
　売上原価額 X ＝ 685





× 5 年 1 月 31 日リース投資資産残高 992 × 1 か月分の利子率 0.09492 ÷ 12 か月× 1 か月＝
7.84672 ≒ 8
　本来は，最後の支払なので，× 5 年 1 月 31 日リース投資資産残高 992 を全額消滅させて，利
息は差額で求められる。これは，いままでの端数処理の調整という意味である。
　そして，計上してしまった収益の売上額 1,000 に対して，この受取利息額 8 が純利益となるよ
うな，売上原価額 X を算出する。
　売上額 1,000－売上原価 X ＝純利益（＝受取利息）8
　売上原価額 X ＝ 992
× 5年 3月 31 日（期末，決算日）
　仕訳なし。
　ちなみに，受取は前月で終了しているので，それに関係する仕訳はない。
2　貸手の会計処理 1（第 3法）と貸手の会計処理 2（第 2法）の比較
　貸手の会計処理 1（第 3 法）と貸手の会計処理 2（第 2 法）との比較で問題点をあきらかにし
たいとおもう（図表 2 参照）。
図表 2
貸手の会計処理 1（第 3 法） 貸手の会計処理 2（第 2 法）
借方 貸方 借方 貸方
× 1 年 4 月 1 日，期首 リース投資資産 48,000 買掛金 48,000 リース投資資産 48,000 買掛金　　　　 48,000
取引開始日，第 1 回授受日 現金預金 1,000 リース投資資産 1,000 現金預金　　　 1,000 売上　　　　　 1,000
売上原価　　　 1,000 リース投資資産 1,000
× 1 年 4 月 30 日， 現金預金　　　 1,000 リース投資資産　 628 現金預金　　　 1,000 売上　　　　　 1,000
第 2 回授受日 受取利息　　　　 372 売上原価　　　　 628 リース投資資産　 628
　　　　　︙
× 2 年 3 月 31 日，期末 現金預金　　　 1,000 リース投資資産　 685 現金預金　　　 1,000 売上　　　　　 1,000
決算日，第 13 回授受日 受取利息　　　　 315 売上原価　　　　 685 リース投資資産　 685
　　　　　︙
× 5 年 2 月 28 日， 現金預金　　　 1,000 リース投資資産　 992 現金預金　　　 1,000 売上　　　　　 1,000
第 60 回授受日 受取利息　　　　　 8 売上原価　　　　 992 リース投資資産　 992




　ところで，これらの処理をあえて例えるとするならば，貸手の会計処理 1（第 3 法）の方は，
損益を純額で表す，商品売買でいうところの分記法であり，貸手の会計処理 2（第 2 法）の方は，
損益を総額で表す，商品売買でいうところの売上原価対立法であろう。ある取引に対して，最終
的に損益が同じ結果つまり利益となるならば，どのような仕訳の方法も採用され得るといっても
よいであろう。とすれば，貸手の会計処理 1（第 3 法）と貸手の会計処理 2（第 2 法）は，全く
問題がないといえる。
　ところが，問題となるようにおもえることがある。それは，「前払」，貸手からすれば前受とい
うことから発生する。具体的には，貸手の会計処理 2（第 2 法）においての× 2 年 3 月 31 日の
売上と売上原価の計上である。売上については，次期に繰越処理されるべきで，売上原価は次期
で計上されるべきではないかということである。前払，貸手からすれば前受なので，リース開始
日の× 1 年 4 月 1 日に受け取った対価は，4 月 1 日その日から 4 月 30 日まで資産を貸与すると
いうサービスの提供に，つまり役務の提供に対してのものと考えられる。そのように考えていけ
ば，× 2 年 2 月 28 日に受け取った対価は，3 月 1 日から 3 月 31 日まで資産を貸与するという役











（第 3 法）と，損益を売上高と売上原価の 2 つで表す総額表示の方法（第 2 法）とを示した。そ








　損益を受取利息という 1 つで表す純額表示の方法（第 3 法）を考察すると，リース投資資産の
残高から受取利息が発生している。ということは，受取利息を発生させるものは普通に考えれば
債権であるので，リース投資資産は債権であると考えられる。
　債権と考えるならば，取引開始の仕訳（借）リース投資資産 48,000（貸）買掛金 48,000 は，
借手に対する債権の増加，仕入先に対する債務の増加を表すため，直接的には意味が分からな
い。リースする物件の存在を認め，それを売却したと考えると理解できるようになる。つまり，
（借）備品 48,000（貸）買掛金 48,000，続けて（借）リース投資資産 48,000（貸）備品 48,000，

































　つぎに，通常，1 か月間では 1 回のものを，リース取引開始日の× 1 年 4 月 1 日から月末の×
1 年 4 月 30 日の 1 か月間で売上を 2 回，更にいえば，通常，1 年間では 12 回のものを，リース
取引開始日の× 1 年 4 月 1 日から期末の× 2 年 3 月 31 日の 1 年間で売上を 13 回計上することに
ついてはどのように解釈すればよいのであろうか。
リース取引開始日の× 1 年 4 月 1 日に売上計上しても売上原価で相殺され，利益が 0（ゼロ）な
ので，月末 12 回分の計上以外のこの 1 回分の計上は，問題にならないといえばその通りである。
前述の，ある取引に対して，最終的に損益が同じ結果つまり利益となるならば，どのような仕訳
の方法も採用され得るのだから，1 年間に 12 回だろうか 13 回だろうがよいではないか，という
考えもあろうかとおもう。また，同じことではあるが，全体損益が期間損益の合計に一致してい
るのであるならば別によいのではないかという考えもある。
　損益を受取利息という 1 つで表す純額表示の方法（第 3 法）は，1 年間に 12 回となるので違
和感がない。





らば，やはり 12 回であろう。ということは，まず，12 回計上になるような方法はないかと考え
てみる。




いう 1 つで表す純額表示の方法（第 3 法）であれば，通用するかもしれないが，損益を売上高と
売上原価の 2 つで表す総額表示の方法（第 2 法）つまり，売上を計上する方法では，やはり通用
しない。なぜならば，この 1 回分の売上を計上しないと，リース期間中の売上合計は 59 回分と










　という考えから，リース取引開始日の× 1 年 4 月 1 日の仕訳は，損益を受取利息という 1 つで
表す純額表示の方法で示せば，（借）現金預金 1,000（貸）リース投資資産 1,000，（貸）売却益 0
で，損益を売上高と売上原価の 2 つで表す総額表示の方法で示せば，（借）現金預金 1,000（貸）
売上 1,000，および，（借）売上原価 1,000（貸）リース投資資産 1,000 で損益（＝売却益）は 0
（ゼロ）となろう。
月末の× 1 年 4 月 30 日の仕訳は，損益を受取利息という 1 つで表す純額表示の方法で示せば，
（借）現金預金 1,000（貸）リース投資資産 628，（貸）売却益 372 で，損益を売上高と売上原価
の 2 つで表す総額表示の方法で示せば，（借）現金預金 1,000（貸）売上 1,000，および，（借）売
上原価 1,000（貸）リース投資資産 628 で損益（＝売却益）は 372 となろう。
ところで，お金を貸して，利子を取ることを本業にしている銀行は，損益を売上高と売上原価の
2 つで表す総額表示の方法を使用しているのであろうか。そうではなく，損益を受取利息という









借方 貸方 借方 貸方
× 1 年 4 月 1 日，期首 備品 48,000 買掛金 48,000 備品 48,000 買掛金 48,000
取引開始日，第 1 回授受日 リース投資資産 48,000 備品 48,000 リース投資資産 8,000 備品 48,000
備品売却益 0 備品売却益 0
現金預金 1,000 リース投資資産 1,000 現金預金 1,000 売上 1,000
債権売却益 0 売上原価 1,000 リース投資資産 1,000
× 1 年 4 月 30 日， 現金預金 1,000 リース投資資産 628 現金預金 1,000 売 1,000
第 2 回授受日 債権売却益 372 売上原価 628 リース投資資産 628
　　　　　︙
× 2 年 3 月 31 日，期末 現金預金 1,000 リース投資資産 685 現金預金 1,000 売上 1,000
決算日，第 13 回授受日 債権売却益 315 売上原価 685 リース投資資産 685
　　　　　︙
× 5 年 2 月 28 日， 現金預金 1,000 リース投資資産 992 現金預金 1,000 売上 1,000
第 60 回授受日 債権売却益 8 売上原価 992 リース投資資産 992
× 5 年 3 月 31 日，期末 仕訳なし。 仕訳なし。
決算日
（出所）　筆者作成
　ただし，図表 3 において，前述の仕訳と変更した点は，× 1 年 4 月 1 日の取引開始日の箇所で
ある。× 1 年 4 月 1 日の取引開始日の箇所では，本来，（借）リース投資資産 48,000（貸）買掛
金 48,000 であるところを，（借）備品 48,000（貸）買掛金 48,000 と（借）リース投資資産 48,000












合わせた 3 通りは，あまり問題点がみえないようにおもわれる。3 つの方法と先払（先受）を組
14
み合わせた残りの 3 通りのなかに，問題点が表面化してくるようにおもわれるものがある。






て，1 回分ほど少なく（つまり 11 回分）売上計上することになることをもである。これらは，
経営分析上問題はないのか，プラスマイナス 0（ゼロ）であるから問題がないのか，などがある。
　結論としては，リース投資資産は，単なる債権であるとして，それを回収と見るならば，上記

















説の 3 説である（前掲書，p. 231）。




（ 4 ） 加藤久明教授は，「売上高と各種の利益を用いた財務比率で計算すると，第 1 法，第 2 法，第 3 法
で結果が異なる。」として，経営分析上では，影響がでることをあきらかにしている（加藤［2009
年］，p. 123）。
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